倉敷市長マニフェスト評価２００８　概要

1． 評価できるところ

（1） ローカル・マニフェストの推進

　　最も評価できる点は、ローカル・マニフェストを明示し、積極的に市の政策に反映させて市政を運営した点である。４年前の選挙でマニフェストを掲げて当選し、その後もきちんと市の総合計画にマニフェストを落とし込み、マニフェストに則り市政を運営した。また、ローカル・マニフェストの推進に尽力し、マニフェスト外部評価に協力し、２００６年の中間評価及び今回の最終評価において、マニフェストの進捗状況の資料を提出するなど、外部評価のための環境整備に積極的に取り組み、その基盤を作り上げた。市町村レベルでのマニフェストサイクルの完成は全国あまり例が無く、倉敷のそのレベルは全国トップクラスであり、その実現は市の協力なくしてはありえなかった。その努力は非常に高く評価できる。

（2） 積極的に政策を展開

　　マニフェストに掲げた政策を中心に新しいことに積極的にチャレンジしていた。この前向きな姿勢、改革を行おうという姿勢は高く評価できる。個別の施策の評価は、厳しい点が付いているかもしれないが、これも比較的具体的なマニフェストを出して、その施策を実際に実施しているからこそ評価もできる訳で、今までのように失敗を恐れて何もしないのが一番といった消極的な姿勢であれば、評価すらできない。新しい施策はなかなか全て成功しないし、時に厳しい評価が下されるおそれもあるが、そうやってもまれることで個々の施策が磨かれ、精査され、よりよい市政運営につながっていくのではないだろうか。

（3） 比較的高評価だった個別の施策

　　個別の施策としては、『くらしきブランド』、『市民企画提案事業』、『市民サービスセンター』などが高く評価されていた。

2． 評価できないところ

（1） 市役所改革（行財政改革）

　　実質、人件費はほとんど減っていない。借金については膨らんでいる。努力は認められるが十分な結果とは言いがたい。また、市民目線での情報の開示、ガラス張りの市役所実現にはまだまだほど遠い行政改革しか実現されていない。故に、経営感覚という言葉をキャッチフレーズにしたほどの結果が出ているとは言いがたい。「外郭団体を含めた人件費の削減」、「全会計での借金の削減」の数値目標を設定した上で、公共サービスの質の向上とコスト削減をどう両立させて市政経営をすすめていくかについてもっと具体化することが必要。

（2） 観光行政

　　観光行政を市の柱にするとあるが、観光客数について目標の３分の１程度しか達成できていない。原因はチボリに起因すると思われるが、市長就任当初にチボリの今後を　県の支援計画も踏まえて、あらゆるシュミレーションを実施し、最悪のケースも想定して備えないといけなかったが、１６年策定の観光中期ビジョンである観光アクションプランにもチボリに対する施策が全くなかった。その事実が倉敷市のチボリ問題の軽視、チボリ問題に対する危機管理不足を露呈している。また、美観地区をはじめ、玉島、児島、下津井、西之浦などに残る、伝統的な生活感にあふれるまちなみ等、倉敷の財産を十分に活用しているとは言いがたく、市民との協力を深めつつ路地への回遊観光を誘発するなど、工夫の余地があると考える。　

（3） 経営感覚

　　経営感覚という言葉から、官に無い民の良さをもっともっと取り入れた市政経営が実現されると注目したが、期待したほどではなかった。特に官民協働でのPDCAサイクル（プラン：計画、アクション：実行、チェック：評価、アクション：改善）が確立されておらず、計画策定・実行・評価・改善が広く市民に開かれた場で実施されなかったことは極めて残念だ。全国的に評価されている行政評価の専門家を入れての政策評価・改善のシステムの確立が急務である。また、市民参加のシステムも確立されていない。同様に専門家を入れての市民参加を推進する体制の構築が必須である。
3． 今後の課題

古市市長マニフェストに含まれていないもの、漏れていて非常に大切な項目を今後の課題とした。課題に対する対策として『市民の作るマニフェスト』を作成した。

（1） まちづくりの基本理念と倉敷の将来の全体像、グランドデザインが見えない

　　・個別の施策はいろいろとあるが、どんな基本理念で、どんな都市を実現していこうとしているのか、全体像が見えない。

（2） 倉敷のアイデンティティ、他都市と比較した倉敷のオリジナリティが弱い

　　・施策がどれもありがちで、どの都市でもやっているようなことの羅列どまり。

　　・歴史・風土・文化・産業などを踏まえた倉敷らしさが希薄。例えば、「過去に水島ぜんそくという公害を出した水島コンビナート地区を持つ倉敷だからこそ、環境日本一を目指す」とか、「晴れの国おかやまにある倉敷だからこそ、その穏やかな風土を活かして農業を支援し、地産地消で食料自給率５０％を目指す」など、もっと倉敷の独自性を出すべき。

（3） 環境政策が弱い

· 市民の暮らしに直結している環境に対する取り組み項目が、スローガン止まりで、実現性が乏しい。市が実施主体となって、何をどう取り組んでいくのか具体的に明示すべき。

（4） 都市計画・景観保全 
・都市像が見えない。景観計画など各種計画事業との整合性を図りながら、持続可能な都市ビジョンの構築と共有が必須。
